
調達公告 

 

一般競争入札を行うので、公立大学法人公立鳥取環境大学契約事務取扱規程（以下「契約

事務取扱規程」という。）第４条第１項の規程に基づき、次のとおり公告する。 

 

令和８年３月６日 

 

公立大学法人公立鳥取環境大学理事長 小林 朋道 

 

１ 調達内容 

（１）業務名称 

  ２０２７（令和９）年度版公立鳥取環境大学大学案内等印刷業務 

（２）業務の仕様 

  入札説明書による 

（３）納入期限 

  仕様書のとおり 

（４）入札方法 

  ア 入札は、紙入札（郵送入札）により行うものであること。 

  イ 入札書に記載する金額は、入札説明書のとおりとする。 

 

２ 入札参加資格 

 本件入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）契約事務取扱規程第３条の規程に該当しない者であること。 

（２）鳥取県又は鳥取市が定める競争入札参加資格を有するとともに、その営業種目が「物 

品の製造／印刷類／一般印刷」（鳥取県）又は「印刷類／平版印刷」（鳥取市）に登録さ 

れている者であること。 

 

３ 入札手続等 

（１）入札の手続きに関する問合せ先 

   〒689‐1111 鳥取市若葉台北一丁目１番１号 

   公立大学法人公立鳥取環境大学 入試広報課 

   電話 0857‐38‐6720 電子メール nyushi@kankyo-u.ac.jp 

（２）入札説明書等の交付方法 

   令和８年３月６日（金）から同月１７日（火）までの間に本学のウェブページ

（https://www.kankyo-u.ac.jp/about/publicoffering/bid/）から入手すること。 

   ただし、これにより難い者には、次により直接交付する。 

ア 交付期間及び交付時間 

  令和８年３月６日（金）から同月１７日（火）までの日（土日祝祭日を除く）の 

午前９時から午後５時までとする。 

イ 交付場所 

  （１）に同じ 

（３）入札書の郵送方法 

   書留郵便（親展と明記すること。）又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平 

成 14 年法律第 99 号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項

に規定する特定信書便事業者の提供する同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの（親展と明記すること。）により、（１）の場所に送付すること。 

なお、入札書の受領期限は、令和８年３月１７日（火）午後５時までとする。 



（４）開札の日時及び場所 

  ア 開札日時 

    令和８年３月１８日（水）午前１０時 

イ 場所 

    鳥取市若葉台北一丁目１番１号 公立鳥取環境大学 入試広報課 

    ※開札時の立会いは認めない。 

 

４ 入札者に要求される事項 

（１）本件入札に参加を希望する者にあたっては、入札参加資格確認書及び２の入札参加資

格に適合することを証明する書類を提出しなければならない。 

（２）入札者は、（１）の書類に関して説明を求められた場合、それに応じなければならな

い。 

 

５ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金  

   入札者は、入札保証金として見積る入札金額の１００分の５以上の金額を納付しな

ければならない。この場合において、契約事務取扱規程第９条に定める担保の提供をも

って入札保証金の納付に代えることができる。 

   なお、契約事務取扱規程１０条の規程により、入札保証金の全部又は一部を免除する

場合がある。入札保証金の免除を希望しない場合又は入札保証金の免除を希望するが

本学からこれを免除できない旨の回答を受けた場合は、入札説明書の８のとおり作成

した入札書とともに、入札保証金及びその還付に要する郵送料に相当する金額の現金

又は郵便為替を同封し、書留郵便で送付しなければならない。 

（２）契約保証金 

   落札者は、契約保証金として契約金額の１００分の１０以上の金額を納付しなけれ

ばならない。この場合において、契約事務取扱規程第４０条に定める担保の提供をもっ

て契約保証金の納付に代えることができる。 

なお、契約事務取扱規程４１条の規程により、契約保証金の全部又は一部を免除する 

場合がある。 

 

６ その他 

（１）入札の無効 

   ２の入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札、入札説明書に掲げる無効条件に該当する入札及び契約事務取扱規程、本

件公告又は入札説明書に違反した入札は無効とする。 

（２）契約書作成の要否 

  要 

（３）落札者の決定方法 

   本件公告に示した業務を履行できると判断した入札者であって、契約事務取扱第５

条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

（４）手続における交渉の有無 

  無 

（５）その他 

  詳細は、入札説明書による。 


